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論壇
は
じ
め
に

令
和
5
年
度
税
制
改
正
大
綱

に
お
い
て
「
家
計
金
融
資
産
を

貯
蓄
か
ら
投
資
に
シ
フ
ト
さ
せ

る
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
抜
本
的
拡
充

・
恒
久
化
の
措
置
」
が
明
記
さ

れ
た
。
こ
の
措
置
の
背
景
に

は
、
令
和
4
年
6
月
7
日
に
閣

議
決
定
さ
れ
た
「
新
し
い
資
本

主
義
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
及

び
実
行
計
画
」
や
こ
れ
を
受
け

て
令
和
4
年
11
月
28
日
に
発
表

さ
れ
た
「
資
産
所
得
倍
増
プ
ラ

ン
」
が
あ
る
。「
資
産
所
得
倍

増
プ
ラ
ン
」
で
は
、
5
年
間
で

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
口
座
数
を
現
在
の
1

7
0
0
万
口
座
か
ら
3
4
0
0

万
口
座
へ
倍
増
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
買

付
額
を
現
在
の
28
兆
円
か
ら
56

兆
円
へ
倍
増
、
そ
し
て
、
家
計

に
よ
る
投
資
額
（
株
式
・
投
資

信
託
・
債
券
等
の
合
計
残
高
）

の
倍
増
を
目
指
す
と
し
て
い

る
。そ

の
具
体
的
な
措
置
と
し

て
、
今
年
度
の
税
制
改
正
が
あ

る
。
ま
た
前
述
の
「
実
行
計

画
」
で
は
『
家
計
が
豊
か
に
な

る
た
め
に
家
計
の
預
金
が
投
資

に
向
か
い
、
持
続
的
な
企
業
価

値
向
上
の
恩
恵
が
家
計
に
お
よ

び
好
循
環
を
作
る
必
要
が
あ

る
。
こ
の
た
め
、
個
人
金
融
資

産
を
全
世
代
的
に
貯
蓄
か
ら
投

資
に
シ
フ
ト
さ
せ
る
べ
く
・
・

・（
略
）・
・
・
本
年
末
に
総
合

的
な
「
資
産
倍
増
プ
ラ
ン
」
を

策
定
す
る
。
高
校
生
や
一
般
の

方
に
対
し
、
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー

向
上
に
資
す
る
授
業
や
セ
ミ
ナ

ー
の
実
施
等
に
よ
る
情
報
発
信

を
行
う
』
と
あ
る
。

高
校
生
に
は
、
令
和
4
年
度

よ
り
家
庭
科
で
金
融
教
育
が
必

須
化
さ
れ
た
。
で
は
、
一
般
の

方
の
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
向
上
は

誰
が
担
う
の
で
あ
ろ
う
か
。

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
「
非
課
税
口
座

内
の
少
額
上
場
株
式
等
に
係
る

配
当
所
得
及
び
譲
渡
所
得
等
の

非
課
税
措
置
」
で
あ
る
。
税
の

専
門
家
で
あ
る
税
理
士
は
、
当

然
、
こ
の
非
課
税
措
置
説
明
の

一
翼
を
担
う
べ
き
で
あ
る
と
考

え
る
。
本
稿
で
は
、
改
正
Ｎ
Ｉ

Ｓ
Ａ
の
概
要
と
投
資
に
関
す
る

基
本
的
知
識
に
つ
い
て
確
認
し

て
い
く
。

Ⅰ
�
改
正
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
概
要

〈
図
表
〉
を
御
覧
い
た
だ
き

た
い
。

つ
み
た
て
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
（
年
間

投
資
枠
40
万
円
）
の
後
継
制
度

と
し
て
「
つ
み
た
て
投
資
枠

（
年
間
投
資
枠
1
2
0
万

円
）」、
一
般
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
（
年
間

投
資
枠
1
2
0
万
円
）
の
後
継

制
度
と
し
て
「
成
長
投
資
枠

（
年
間
投
資
枠
2
4
0
万

円
）」
が
設
け
ら
れ
た
。

つ
み
た
て
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
と
一
般

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
選
択
制
で
あ
っ
た

年
間
投
資
枠
は
、
つ
み
た
て
投

資
枠
と
成
長
投
資
枠
の
併
用
が

可
能
と
な
り
、
生
涯
非
課
税
保

有
限
度
額
は
総
枠
で
1
8
0
0

万
円
、
非
課
税
保
有
期
間
は
無

期
限
化
さ
れ
た
。
非
課
税
枠
の

再
利
用
も
可
能
で
あ
る
。

現
行
制
度
に
あ
っ
た
、
①
老

後
の
為
に
積
み
立
て
を
し
て
い

て
も
最
長
20
年
間
で
非
課
税
期

間
が
終
了
し
て
し
ま
う
。
②
使

っ
た
非
課
税
枠
の
再
利
用
が
で

き
な
い
。
③
月
々
の
積
み
立
て

は
現
行
制
度
で
充
分
だ
が
資
金

に
余
裕
の
あ
る
時
に
集
中
投
資

す
る
に
は
非
課
税
枠
は
不
足
し

て
い
る
、
な
ど
の
問
題
点
は
解

消
さ
れ
た
。

と
こ
ろ
で
税
制
改
正
大
綱
に

い
う
中
間
層
と
は
、「
住
宅
購

入
や
独
立
開
業
時
に
は
積
立
資

金
を
取
り
崩
し
、
退
職
金
を
受

け
取
っ
た
、
相
続
財
産
を
取
得

し
た
、
借
入
金
（
住
宅
ロ
ー

ン
、
教
育
ロ
ー
ン
、
事
業
用
ロ

ー
ン
）
の
返
済
が
終
了
し
た
な

ど
余
剰
資
金
が
で
き
た
と
き
に

は
積
み
立
て
を
増
や
し
な
が

ら
、
長
期
的
に
総
枠
の
1
8
0

0
万
円
を
う
め
て
い
く
イ
メ
ー

ジ
の
人
々
」
だ
と
思
わ
れ
る
。

住
宅
を
購
入
す
る
際
な
ど

は
、
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
メ
リ

ッ
ト
や
住
宅
取
得
等
資
金
贈
与

の
可
能
性
を
考
え
た
上
で
Ｎ
Ｉ

Ｓ
Ａ
口
座
の
取
り
崩
し
額
を
決

め
る
こ
と
も
大
切
だ
。

ま
た
、
暦
年
贈
与
や
改
正
後

の
相
続
時
精
算
課
税
制
度
の
基

礎
控
除
（
1
1
0
万
円
）
を
利

用
し
て
積
み
立
て
を
し
て
い
く

プ
ラ
ン
も
考
え
ら
れ
る
。

い
ず
れ
に
し
て
も
ラ
イ
フ
プ

ラ
ン
は
人
生
の
三
大
支
出
「
教

育
資
金
」「
住
宅
資
金
」「
老
後

資
金
」
を
ト
ー
タ
ル
で
考
え
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

Ⅱ
�
ド
ル
コ
ス
ト
平
均
法
と
長
期
投
資
の

具
体
例

今
、
1
㍑
1
0
0
円
の
水

（
商
品
）
が
あ
る
と
し
よ
う
。

こ
の
水
の
値
段
は
日
々
変
動
す

る
も
の
と
す
る
。
こ
の
水
を
毎

月
1
㍑
ず
つ
定
量
購
入
し
た
場

合
と
毎
月
1
0
0
円
ず
つ
定
額

購
入
し
た
場
合
と
で
は
ど
ち
ら

が
有
利
に
な
る
で
あ
ろ
う
か
。

答
え
は
毎
月
1
0
0
円
分
の

水
を
定
額
購
入
し
た
場
合
で
あ

る
。
定
額
購
入
で
あ
れ
ば
値
段

が
倍
に
な
っ
た
月
は
0
・
5
㍑

し
か
購
入
で
き
ず
、
水
の
値
段

が
半
分
に
な
っ
た
月
は
2
㍑
購

入
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
つ
ま

り
、
値
段
の
高
い
と
き
は
少
な

く
、
値
段
の
安
い
と
き
は
多
く

購
入
で
き
る
た
め
、
定
量
購
入

よ
り
も
定
額
購
入
の
方
が
取
得

単
価
が
低
く
な
る
。
こ
の
よ
う

に
一
定
の
金
額
を
定
期
的
に
継

続
し
て
投
資
す
る
こ
と
に
よ

り
、
売
買
の
タ
イ
ミ
ン
グ
を
考

え
ず
に
時
間
的
に
分
散
投
資
す

る
投
資
方
法
を
ド
ル
コ
ス
ト
平

均
法
と
い
う
。

も
っ
と
も
市
場
が
永
遠
に
下

が
り
続
け
れ
ば
ド
ル
コ
ス
ト
平

均
法
は
意
味
を
な
さ
な
い
。

で
は
、
過
去
の
相
場
に
基
づ

い
て
長
期
に
運
用
し
た
場
合
の

結
果
は
ど
う
で
あ
ろ
う
か
。

世
界
株
指
数
（
Ｍ
Ｓ
Ｃ
Ｉ
、

Ｗ
Ｏ
Ｒ
Ｌ
Ｄ
、
配
当
込
み
円
ベ

ー
ス
）
の
推
移
を
基
に
10
年
ま

た
は
30
年
保
有
し
た
場
合
の
2

0
0
0
年
以
降
の
運
用
成
績
を

み
る
と
、
10
年
保
有
は
平
均
で

2
・
1
倍
、
30
年
保
有
は
平
均

8
・
7
倍
、
最
も
不
振
だ
っ
た

場
合
10
年
運
用
で
は
元
本
を
1

割
程
度
割
る
こ
と
も
あ
っ
た

が
、
30
年
保
有
の
場
合
は
最
も

不
振
だ
っ
た
時
期
で
も
5
倍
強

に
な
る
。（
日
経
新
聞
2
0
2

2
年
7
月
9
日
「
マ
ネ
ー
の
ま

な
び
」
よ
り
）

こ
の
よ
う
な
世
界
株
に
連
動

す
る
投
資
信
託
を
定
額
購
入

し
、
相
場
が
下
が
っ
た
時
も
あ

わ
て
ず
、
逆
に
「
た
く
さ
ん
の

口
数
が
購
入
で
き
て
い
る
」
と

余
裕
を
も
っ
て
い
ら
れ
る
程
度

の
金
額
を
積
み
立
て
て
い
く
こ

と
が
投
資
の
基
本
で
あ
る
。

Ⅲ
�
金
融
経
済
教
育
と
税
理
士

前
述
の
「
資
産
所
得
倍
増
プ

ラ
ン
」
で
も
『
金
融
教
育
の
担

い
手
が
金
融
事
業
者
や
業
界
団

体
が
中
心
で
あ
り
、
受
け
手
に

抵
抗
感
が
存
在
し
て
い
る
。』

『
中
立
的
な
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が

行
う
ア
ド
バ
イ
ス
が
投
資
初
心

者
層
へ
広
く
提
供
さ
れ
る
よ

う
、
助
言
対
象
を
絞
っ
た
投
資

助
言
業
（
例
え
ば
、
つ
み
た
て

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
や
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
に
お

け
る
投
資
可
能
商
品
に
限
定
）

の
登
録
要
件
の
緩
和
を
必
要
な

監
督
体
制
の
整
備
と
併
せ
て
検

討
す
る
。』
と
の
記
述
が
あ

る
。税

理
士
は
ま
さ
し
く
、
こ
の

中
立
的
な
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
と
し

て
最
適
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

Ⅳ
�
お
わ
り
に

第
48
回
日
税
連
公
開
研
究
討

論
会
、
第
二
部
「
人
生
1
0
0

年
時
代
に
お
け
る
資
産
形
成
と

税
制
の
あ
り
方
」
の
ビ
デ
オ
イ

ン
タ
ビ
ュ
ー
で
は
、
神
田
秀
樹

教
授
（
東
京
大
学
名
誉
教
授
、

学
習
院
大
学
法
科
大
学
院
教

授
、
金
融
審
議
会
市
場
ワ
ー
キ

ン
グ
グ
ル
ー
プ
座
長
）
か
ら
、

税
理
士
に
期
待
さ
れ
る
役
割
と

し
て
、『
税
理
士
の
先
生
方
に

は
、
ご
専
門
で
あ
る
税
の
と
こ

ろ
だ
け
で
な
く
、
そ
れ
を
超
え

て
税
以
外
の
資
産
管
理
、
更
に

資
産
管
理
を
超
え
た
日
常
面
な

ど
を
含
め
ト
ー
タ
ル
で
高
齢
者

の
方
、
あ
る
い
は
中
小
企
業
の

方
々
と
接
し
て
い
た
だ
く
と
い

う
ニ
ー
ズ
が
高
い
と
認
識
し
て

い
ま
す
。
ト
ー
タ
ル
と
し
て
の

ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
ナ
ー
と
い
う
の

で
し
ょ
う
か
、
生
活
全
体
に
つ

い
て
目
の
前
の
方
の
お
役
に
立

て
る
よ
う
な
仕
事
を
し
て
い
た

だ
け
る
と
顧
客
に
と
っ
て
も
日

本
に
と
っ
て
も
非
常
に
い
い
こ

と
だ
と
思
い
ま
す
。』
と
い
う

旨
の
発
言
を
い
た
だ
い
た
。
資

産
運
用
の
重
要
性
や
知
識
の
整

理
、
充
実
の
た
め
に
、
第
48
回

日
税
連
公
開
研
究
討
論
会
の
論

文
集
を
御
一
読
願
え
れ
ば
幸
い

で
あ
る
。

〈
引
用
・
参
考
文
献
〉

・『
新
し
い
資
本
主
義
の
グ
ラ
ン
ド

デ
ザ
イ
ン
及
び
実
行
計
画
〜
人
・

技
術
・
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
へ
の
投

資
の
実
現
〜
』
内
閣
官
房
（
閣
議

決
定

令
和
4
年
6
月
7
日
）

・『
資
産
所
得
倍
増
プ
ラ
ン
』
内
閣

官
房

令
和
4
年
11
月
28
日

・『
令
和
5
（
2
0
2
3
）
年
度
税

制
改
正
に
つ
い
て
―
税
制
改
正
大

綱
に
お
け
る
金
融
庁
関
係
の
主
要

項
目
―
』2
0
2
2
年
12
月

金
融

庁

・『
令
和
5
年
度
税
制
改
正
大
綱
』

令
和
4
年
12
月
16
日

自
由
民
主

党
、
公
明
党

・『
マ
ネ
ー
の
ま
な
び
』
2
0
2
2

年
7
月
9
日

日
本
経
済
新
聞

・『
第
48
回
日
税
連
公
開
研
究
討
論

会
（
論
文
集
）』
日
本
税
理
士
会
連

合
会
、
東
京
税
理
士
会

改
正
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
と
税
理
士
業
務

―
中
立
的
な
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
と
し
て
―

柴原 一
【四谷】
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